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空間的応用一般均衡分析は，道路整備など空間構造を変化させる社会資本整備の特徴を表現できること

に加え，算出された効果の空間的帰着状況を分析できることから，近年その開発が精力的に行われてきた．

モデルにより実証分析を行う場合，分析対象の空間スケールは，モデル構造およびデータ入手可能性の制

約から決められるが，著者らが開発したモデルでは，地域間交易に集計ロジットモデルを用いることで，

付加価値データしかない小規模な空間スケールでも実証分析が可能となった．一方で，既存のモデルでは，

中間投入構造を簡易な手法で表現しているため，域外からの企業間取引（B2B）を厳密に想定できていな

かった．本稿では，既存モデルでの課題を踏まえ，中間投入構造を明示した小規模多地域応用一般均衡モ

デルを構築し，モデルの精緻化を行った．

 Key Words : spatial computable general equilibrium, intermediate input structure 

1. はじめに 

空間的応用一般均衡分析は，道路整備など空間構造を

変化させる社会資本整備の特徴を表現できることに加え，

算出された効果の空間的帰着状況を分析できるという理

由から，近年その開発が精力的に行われてきた1)．この空

間的応用一般均衡モデルの実証分析を行う場合，分析対

象の空間スケールは，モデル構造およびデータ入手可能

性の制約から決められるが，従来は地域間産業連関表を

基礎データとしているため，地域ブロックレベルもしく

は，都道府県レベルで分析が行われてきた2)．この地域間

産業連関表を基礎データとする場合，データ整備のため

に多大な労力と費用が必要となるため，我が国では5年単

位での整備に留まっており，政策分析を行う上では，空

間スケールの粗さ，年次の古さが課題となっていた．そ

の中で，著者らが開発したモデルでは，地域間交易に集

計ロジットモデルを用いることで，付加価値データしか

ない小規模な空間スケール（市町村単位）でも実証分析

が可能となり，最新の経済状況が反映されたデータを活

用できる等の理由から，実務でも数多くの適用事例が報

告されている3)． 

しかしながら，既存のモデルでは，中間投入構造を簡

易な手法でモデル化しており，各地域での財・サービス

の最終需要構造と中間投入構造の違いを表現できていな

いため，域外からの企業間取引（B2B）を厳密に想定で

きていないといった課題を有していた．本稿では，既存

モデルでの課題を踏まえ，中間投入構造を明示した小規

模多地域応用一般均衡モデルを構築し，モデルの精緻化

を行うとともに，仮想データを用いて，既存モデルとの

算出結果の比較分析を行った． 

2. 分析アプローチ 

(1) 小規模多地域を扱った既存研究

小規模多地域応用一般均衡モデルによる分析事例は既

に数多く報告されているが，例えば小池ら4)（2006）は，

先行研究である文5)（1998）で構築されたフレームを援用

し，より実用的なモデルへと拡張することで，オランダ

における交通渋滞による影響を長期的に分析している．

ただし，中間投入構造を捨象したモデル構造であったた

め，小池ら6)（2009）では，中間投入構造を簡易な手法で

表現することで，より精緻化したモデルを構築している．
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また，人口移動および集積の経済を除いた構造とするこ

とで，より実務的なモデルとなっている．本稿では，小

池ら6)（2009）で構築されたモデルをベースとし，中間投

入構造を具体的に明示したモデルへと拡張する． 

(2) 既存モデル6)の概説

既存モデルでは，社会経済に対して主に以下の仮定を

設けており，本稿でのモデルでも同様とする．なお，モ

デル構造は，図-1に示す通りである． 

仮定1：多地域多産業で構成された経済を想定する． 
仮定2：企業は，家計から提供される生産要素（労働・ 

資本），他の企業が生産した生産物を投入して， 
新たな財を生産する． 

仮定3：家計は企業に生産要素（労働・資本）を提供して 
所得を受けとる．そして，その所得をもとに財 
の消費を行う． 

仮定4：財市場および生産要素市場のうち資本市場は全地 
域に開放されており，生産要素市場の労働市場 
は地域内で閉じているものとする． 

仮定5：生産される財により輸送費用が支払われるとし， 
Ice-berg型の交通抵抗を用いる． 
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図-1 モデル構造 

モデル式内のサフィックスは，以下の通りとする． 
地域： { }　　　　　 IojiI ,,,,,,,2,1 LLLL∈  
財  ： { }　　　　　 MnmM ,,,,,,2,1 LLL∈  

a) 企業の行動モデル

各地域には生産財ごとに1つの企業が存在することを

想定し，地域 i において財m を生産する企業の生産関数

をLeontief 型で仮定すると以下のようになる． 
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ただし， m
iY ：生産量， m

iv ：付加価値， nm
ix ：中間投入，

m
ia0 ：付加価値比率， nm

ia ：投入係数 
企業の付加価値に関する最適化問題は，付加価値1単位

当たりの要素費用最小化行動として定式化する． 
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ただし， iw ：賃金率，r：資本レント， m
iL ：労働投入，

m
iK ：資本投入， m

iα ：分配パラメータ， m
iA ：効率パラ

メータ（全要素生産性） 
式(2)より，生産要素需要関数（労働・資本）

m
iL ，

m
iK

と，生産者価格
m
iq が超過利潤ゼロの条件から平均費用と

して得られる． 
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ただし， m
iq ：生産財価格， m

icv ：1単位生産あたりの付

加価値

b) 家計の行動モデル

各地域には代表的な家計が存在し，自己の効用が最大

になるように自地域と他地域からの財を消費すると仮定

する．このような家計行動は，以下のような所得制約条

件下での効用最大化問題として定式化できる． 
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ただし， iU ：効用関数， m
id ：消費水準， m

ip ：消費者

価格， m
iβ ：消費の分配パラメータ，K ：資本保有量，

il ：一人当たりの労働投入量，T ：総人口，  
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式(6)より，最終需要関数を求めることができる． 
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c) 地域間交易モデル

Harker7)モデルに基づいて，各地域の需要者は消費者価

格（c.i.f.price）が最小となるような生産地の組み合わせを

購入先として選ぶとする．地域 j に住む需要者が生産地

i を購入先として選択したとし，その誤差項がガンベル

分布に従うと仮定すると，その選択確率は，次式のLogit
モデルで表現できる． 
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ただし， m
ijs ：選択確率， ijt ：地域間所要時間， m

jλ ：ロ

ジットパラメータ， m
jϕ ：価格に占める輸送比率 

また，消費者価格は次式を満たしている． 
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d) 市場均衡条件

以下の市場均衡条件が成立する。 
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ただし， m
ijz ：地域間交易量， m

iX ：財の消費量 

e) 便益の定義

政策実施による効果を計測する指標として経済的効果

を等価変分（EV:Equivalent Variation）を用いて以下のよう

に定義した． 
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ただし， iEV ：一人当たりの等価変分，0,1：政策実施の

有無を表すサフィックス（0:without，1:with） 

(3) 既存モデルにおける中間投入構造の問題点

既存モデルでは，式(11)で示したように，最終需要に地

域内産業連関表のレオンチェフ逆行列を乗じることで，

各地域の生産量（最終需要 + 中間投入需要）が算出され

る構造となっている．しかしこの場合，以下の問題点が

挙げられる． 
問題点； 最終需要地域 i における中間投入構造によ

り生産量が算出されているため，実際は地域外から調達

している中間投入財についても，地域内調達しているも

のとして生産量に計上されている．そのため，モデル内

で表現している財・サービスの取引構造と，実際の各地

域の経済活動において，乖離が生じている可能性がある． 
現実的には地方部での中間投入需要は，都市部から提

供される財・サービスが多く含まれており，より実態を

捉えた分析を行うためには，中間投入構造を明示的にモ

デル内で考慮する必要がある． 
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財市場の均衡条件から，生産量は下記の通りとなる

※地域外から調達している中間投入財についても，

地域内調達しているものとして生産量に計上

m
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mY1

mY2

m
iY

図-2 既存モデルの中間投入構造 

(4) 本稿におけるモデル改良点

既存モデルでは，自地域の最終需要量に地域内産業連

関表のレオンチェフ逆行列を乗じることで生産量を算出
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していたが，本稿では最終需要量と中間投入需要量に分

類し，各財（最終消費財・中間投入財）の消費先選択確

率を考慮することで，地域別生産量を算出するモデルへ

と改良を行う． 
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財市場の均衡条件から，生産量は下記の通りとなる

最終消費財の消費先選択確率より，
最終需要量を調達先に分配

図-3 本稿のモデルによる中間投入構造 

a) 地域間交易モデル

式(8)で定義したLogitモデルを基本とし，本稿では以下

の2パターンで消費先選択確率を定義する．ただし，実証

分析を行う場合，小規模地域に対応した中間投入財およ

び最終消費財の流動データが整備されていないため，

m
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ただし， m
ijFs ：最終消費財に関する消費先選択確率，

m
ijIs ：中間投入財に関する消費先選択確率 

b) 最終需要構造

最終需要量に対して，定義した消費先選択確率 m
ijFs を

乗じることで地域間の最終需要流動量を式(18)で算出し，

最終需要量を満たす生産量は，式(19)で算出する． 
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ただし， m
ijFz ：最終需要流動量， m

iFY ：最終需要量を

満たす生産量 

c) 中間投入構造

式(19)の生産量とレオンチェフ逆行列より，最終需要量

を拡大させた生産量（産出計）から，中間投入係数を乗

じることで中間投入需要量を算出し，さらに式(17)の消費

先選択確率を乗じることで，地域間の中間投入需要流動

量を式(22)で算出する． 

⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢

⎣

⎡

⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢

⎣

⎡

−−

−−
=

⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥

⎦

⎤

⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢

⎣

⎡
−

M
i

m
i

i

MN
i

M
i

N
ii

M
i

m
i

i

FY

FY

FY

aa

aa

YOu

YOu

YOu

M

M

L

MOM

L

M

M

1
1

1

111

1

10

01

_

_

_

　　

　　

(20) 

m
j

mn
j

mn
j YOuaIX _= (21) 

m
ij

mn
j

mn
ij IsIXIz = (22) 

ただし， m
iYOu _ ：生産量（産出計）， m

iIX ：中間投入

需要量， m
ijIz ：中間投入需要流動量 

以上の算出結果から，最終需要流動量と中間投入需要

流動量に対してIce-berg型の交通抵抗を考慮することで，

各地域の生産量は式(23)で算出する． 
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さらに，生産者価格と消費者価格についても，各財（最

終消費財・中間投入財）の消費先選択確率を用いること

で下式の通り定義されるが，実証分析においては，

m
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3. 仮想データによる分析結果 

既存モデルと本稿で改良を行ったモデルでの計算結果

を用いて比較検証を行い，どの程度アウトプットが異な

るのか分析を行う．なお，ここでは仮想モデルを用いた

検証とし，以下に示す前提条件により計算を行う． 
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表-1 前提条件 
条件項目 条件内容 

地域数・産業数 3地域・3産業 

取引条件 Goods3は地域間交易なし 

施策シナリオ Region1～Region3の所要時間が20%短縮 

(1) 便益の比較

図-4は，式(15)より算出される地域別の便益を既存モデ

ルと比較したグラフである．まず，地域全体での便益を

比較すると，既存モデルと本稿で構築したモデルでは，

ほぼ同値となっており，仮想データによる検討結果から

は，モデル改良による影響はさほど大きくないことが分

かる． 
次に，地域別での便益をみると，Region2では既存モデ

ルとほぼ同値となっており，仮想的な時間短縮を想定す

るRegion1およびRegion3で約20%の変化となっていること

が分かる．また，便益の帰着状況をみると，符号関係お

よび帰着の傾向に変化はないものの，既存モデルに比べ

Region3が相対的に便益が大きくなるといった帰着便益

の大小に影響を与えることが確認できる． 

(2) 付加価値の比較

図-5では，式(3)および式(4)より算出される地域別・産

業別の付加価値を既存モデルと比較したグラフである．

まず Goods1と Goods2に着目すると，符号関係および算

出傾向に変化はなく，全地域と既存モデルで概ね同じ結

果となっていることが分かる．一方でGoods3に着目する

と，符号関係および算出傾向が大きく異なっていること

が分かる．これは，最終消費財の取引構造と中間投入財

の取引構造をモデル内で明示したことで，各財の取引構

造の違いが現れた結果であると考えられる． 

4. まとめ 

本稿では，既存モデルをベースとし，中間投入構造を

具体的に明示したモデルへと拡張を行った．また仮想デ

ータを用いて，既存モデルとの算出結果の違いについて

確認を行った．今後，実際に公表されているデータを用

いた実証分析が必要と考えられるが，中間投入構造を明

示することで，地域全体の便益への影響は少ないものの，

帰着便益の大小に影響を与える可能性があること，およ

び，産業別の付加価値に影響を与える可能性が本稿の検

討結果から示唆された． 
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SCGE MODELING CONSIDERING INTERMEDIATE INPUT STRUCTURE 

Atsushi KOIKE, Keisuke SATO and Shintaro KATAYAMA 

The Spatial Computable General Equilibrium (SCGE) models have an advantage which can describe the 
distribution of the effect by social infrastructure developments. We have proposed the empirical SCGE 
model applying aggregated logit model for subdivided area where only value added data is prepared 
without Input-Output table. This model, however, has some problem on the intermediate input system from 
the viewpoint of empirical study because it doesn’t consider the intermediate input with inter-regional trade. 
This paper will propose the elaborated model considered intermediate input system for subdivided area. 
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